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■事業報告 
業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要 

 
（１）監査委員会の職務の執行のため、監査委員の職務を補助する専属の使用人を配置するなど独立性を担保するとともに、

監査委員の職務の執行に際して生ずる費用又は債務の処理についての社内規程を定め、適切に処理しています。 
また、監査委員会への報告に関する体制を整備し、内部統制部門より当社及び子会社に関する情報を監査委員会に報告

するとともに、内部通報制度を整備し、その内容について監査委員に報告しています。 
さらに、監査委員は、執行役会議等重要な会議への出席、執行役並びに当社事業所及び子会社幹部へのヒアリング等の

調査を実施するとともに、会計監査人及び監査担当執行役から定期的な報告を受け、監査の方針・方法、実施状況及び結果
等の協議を行っています。 
項目 決議事項 運用状況    

監査委員会の
職務の執行の
た め 必 要 な
も の と し て
法 務 省 令 で
定める事項 

・監査委員会の職務を補助する専属の使用人
を配置する。 

・人事部長は、監査委員会の職務を補助する
専属の使用人の人事考課及び人事異動
に際して、監査委員と協議する。 

・当社及び子会社に関する情報を、当社内部
統制部門を通じて監査委員会に報告する
ための体制を定める。 

・当社及び子会社に関する情報を監査委員会
に報告した者を保護する社内規程・体制
を定める。 

・監査委員の職務の執行に際して生ずる
費用又は債務の処理に関する社内規程を
定める。 

・その他監査委員会の監査に関わる以下の
体制を定める。 
-当社及び子会社の調査を実施する。 
-会計監査人及び監査担当執行役との定期
的な報告会等を通じ、監査の方針・方法、
実施状況及び結果等を協議する。 

・監査委員会の職務を補助する専属の使用人を配置し、監査
委員会の職務を補助している。 

・人事部長は、監査委員会の職務を補助する専属の使用人の
人事考課及び人事異動に際して、監査委員と協議している。 

・情報の種類に応じた報告体制を定め、内部統制部門より
当社及び子会社に関する情報を監査委員会に報告している。 

・内部監査結果について、内部監査人より監査担当執行役を
通じ監査委員会に定期的に報告している。 

・内部通報制度を整備し、その内容について監査委員に報告
している。 

・ 当社及び子会社に関する情報を監査委員会に報告した者を
保護する社内規程・体制を定め、周知徹底している。 

・監査委員の職務の執行に際して生ずる費用又は債務の処理
について社内規程を定め、適切に処理している。 

・監査委員は、執行役会議等重要な会議への出席、執行役並び
に当社事業所及び子会社幹部へのヒアリング等の調査を実施
している。 

・監査委員会は、会計監査人及び監査担当執行役から定期的に
報告を受け、意見交換等を行い、監査の方針・方法、実施状況
及び結果等を協議している。 

 
（２）三菱電機グループの業務の適正を確保するために必要な社内規程・体制等を定めるとともに、当該体制については、

各執行役が自己の分掌範囲について責任を持って構築し、重要事項については執行役会議を開催して審議を行っています。 
また、運用状況については各執行役が自ら定期的に点検し、内部統制部門が内部統制体制、規程等の整備・運用状況等の

点検を実施するとともに、内部通報制度を整備し、その内容について監査委員に報告しています。 
さらに、当該体制の運用状況について、内部監査人が監査を行い、監査担当執行役を通じ、監査の結果を定期的に監査委員会に

報告しています。 
項目 決議事項 運用状況    

執行役の職務 
の執行が法令 
及 び 定 款 に 
適合すること 
を 確 保 す る 
ための体制 

執行役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための社内規程を
定める。 
その運用状況は、内部監査人が監査を行う。 

・執行役の職務の執行が法令及び定款
に適合することを確保するための社内
規程を定め、これらに基づき職務執行
を行っている。 

・全執行役を対象に定期的にコンプライ
アンス教育を実施するとともに、法改正
や社会動向を踏まえた執行役としての
留意事項を提供している。 

三菱電機グループに
おける業務の適正
を確保するための
体制については、各
執行役が自己の分掌
範囲について責任
を持って構築し、
運用状況について
自ら定期的に点検
している。 
また、内部統制部門
が内部統制体制、
規 程 等 の 整 備 ・
運用状況等の点検を
実施するとともに、
内 部 通 報 制 度 を
整備し、その内容
について監査委員
に報告している。 
当該体制の運用状況
については、内部
監 査 人 が 監 査 を
行 い 、 監 査 担 当
執行役を通じ、監査
の結果を定期的に
監査委員会に報告
している。 

そ の 他 株 式 
会 社 の 業 務 
並 び に 当 該 
株式会社及び 
そ の 子 会 社 
から成る企業 
集団の業務の 
適 正 を 確 保 
す る た め に 
必要なものと 
して法務省令 
で定める体制 
の整備 

当社における業務の適正を確保するための
以下の体制を定める。 
・執行役の職務の執行に係る情報の保存
及び管理に関する社内規程を定める。 

・損失の危険の管理に関する体制は、各執行役
が自己の分掌範囲について責任を持って
構築する。 

・経営の効率性の確保は、各執行役が自己
の分掌範囲について責任を持って行う。 

・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための以下の体制
を定める。 
-倫理・遵法に関する社内規程及び行動規範
を制定する。 
-内部通報制度を実施する。 

・重要事項については、執行役会議で審議を
行う。 

・運用状況については、内部監査人が監査を
行う。 

・執行役の職務の執行に係る情報の保存
及び管理に関する社内規程を定め、
情報の保存及び管理を適切に行って
いる。 

・損失の危険の管理に関する体制は、
各執行役が自己の分掌範囲について
責任を持って構築するとともに、重要
事項については執行役会議を開催して
審議を行っている。 

・経営の効率性の確保は、各執行役が自己
の分掌範囲について責任を持って行う
とともに、重要事項については執行役
会議を開催して審議を行っている。 

・倫理・遵法に関する社内規程及び行動
規範を制定し、これらに基づき職務執行
を行っている。 

・使用人を対象に、定期的にコンプライ
アンスに関する各種の教育を実施して
いる。 

三菱電機グループにおける業務の適正を
確保するための以下の体制を定める。 
・当社の各執行役は、自己の分掌範囲に
おける子会社を管理する。 

・三菱電機グループ共通の倫理・遵法に
関する行動規範を制定する。 

・横断的に三菱電機グループ会社の管理を
行う専門の組織を設置する。 

・三菱電機グループ会社の職務執行に係る
事項の報告、損失の危険の管理及び職務
執行の効率性確保に関する体制を構築する
とともに、管理基準を制定する。重要
事項については、当社の執行役会議で
審議・報告する。 

・内部監査人による子会社の定期的な監査
を実施する。 

・各執行役が自己の分掌範囲における
子会社について責任を持って管理して
いる。 

・三菱電機グループ共通の倫理・遵法に
関する行動規範を制定し、周知徹底
している。 

・関係会社管理を行う専門の組織を設置
し、三菱電機グループ会社の横断的
な管理を行っている。 

・三菱電機グループにおける業務の適正
を確保するため、三菱電機グループ
会社の管理基準を定めるとともに、
三菱電機グループ会社の重要事項に
ついては執行役会議を開催して審議・
報告を行っている。 
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■連結計算書類

(単位：百万円)
親会社株主に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の

包括利益

(△損失)

累計額

自己株式 合計

期首残高 175,820 202,834 1,960,466 63,809 △2,983 2,399,946 111,209 2,511,155

△1,521 △1,521 △7 △1,528

会計方針の変更を反映した期首残高 175,820 202,834 1,958,945 63,809 △2,983 2,398,425 111,202 2,509,627

当期純利益 221,834 221,834 11,678 233,512

△104,702 △104,702 △4,048 △108,750

当期包括利益 － － 221,834 △104,702 － 117,132 7,630 124,762

利益剰余金への振替 △23,091 23,091 － － 

株主への配当 △85,871 △85,871 △7,826 △93,697

自己株式の取得 △785 △785 △785

自己株式の処分 △844 844 0 0

非支配持分との取引等 842 842 △1,890 △1,048

期末残高 175,820 202,832 2,071,817 △17,802 △2,924 2,429,743 109,116 2,538,859

その他の包括利益(△損失)

　(税効果調整後)

連 結 持 分 変 動 計 算 書
(２０１９年４月 １日から　２０２０年３月３１日まで)

非支配持分
資本

合計科            目

会計方針の変更による

累積的影響額
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連結注記表  
１．連結計算書類の作成基準 

当社の連結計算書類は、会社計算規則第 120条第 1項の規定により、国際会計基準(以下、IFRS)に準拠し
て作成しております。ただし、同項後段の規定に準拠して、IFRS により要請される記載及び注記の一部を
省略しております。 
 

２．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 
  連結子会社数２０３社、持分法適用会社数３９社 
 
３．重要な会計方針 
(1)金融商品の評価基準及び評価方法 
①非デリバティブ金融資産 
(ⅰ)償却原価で測定する金融資産 
契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基づいて
資産を保有しており、かつ契約条件により元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・
フローが特定の日に生じる資産は、償却原価で測定する金融資産に分類しております。償却原価で
測定する金融資産は、公正価値で当初認識し、当初認識後は実効金利法による償却累計額を加減し貸倒
引当金を調整した金額で測定しております。 
(ⅱ)公正価値で測定する金融資産 
主に取引関係維持・強化を目的として保有している資本性金融商品をその他の包括利益を通じて公正

価値で測定する金融資産に指定しており、これ以外の金融商品を当期純利益を通じて公正価値で測定
する金融資産に分類しております。 
・その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値で当初認識し、当初認識後の公正
価値の変動をその他の包括利益として認識しております。 
・当期純利益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値で当初認識し、当初認識後の公正価値の
変動を当期の純損益として認識しております。 

②デリバティブ 
契約が締結された時点の公正価値で当初測定し、その後も公正価値で再測定し、再測定の結果生じる

利得又は損失を純損益に認識しております。ただし、キャッシュ・フロー・ヘッジの有効部分はその他の
包括利益として認識しております。 
 

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 
棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定しております。正味実現可能価額

は、通常の事業過程における見積売価から、完成までに要する見積原価及び見積販売費用を控除した額を
いいます。取得原価の算定に当たっては、仕掛品のうち注文製品については個別法、仕込製品については
総平均法を使用しております。原材料及び製品については原則として総平均法を使用しております。 
 

(3)有形固定資産の評価基準及び減価償却方法 
①有形固定資産 
有形固定資産の測定については、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を
控除した価額で表示しております。減価償却は、見積耐用年数にわたり、主として定率法により償却して
おりますが、一部の資産は定額法により償却しております。 
②使用権資産 
リース期間が 12 ヵ月以内に終了するリース及び原資産が少額であるリースを除く全てのリースに
ついて、使用権資産を認識しております。 
使用権資産は取得原価で当初測定しており、取得原価はリース負債の当初測定額等で構成されて

おります。リース負債は、リース開始日時点での残存リース料を、主に借手の追加借入利子率を用いて
割り引いた現在価値で当初測定しております。当初認識後の測定においては原価モデルを採用し、
取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で表示しております。 
減価償却は、耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって、当社グループが所有する固定資
産に対する減価償却と同様の方法により償却しております。 
 

(4)非金融資産の減損 
棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社及び連結子会社の非金融資産は、減損の兆候の有無を判断しており、

減損の兆候が存在する場合は、当該資産又は資金生成単位の回収可能価額を見積り、減損テストを実施して
おります。のれん及び耐用年数を確定できない無形資産については、減損の兆候の有無に関わらず少なくとも
1年に一度、同時期に減損テストを実施しております。資産又は資金生成単位の帳簿価額が見積回収可能
価額を超過する場合には、減損損失を当期の純損益として認識しております。 
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 (5)引当金の計上基準 

引当金は、過去の事象の結果として、当社及び連結子会社が、現在の法的又は推定的債務を負っており、
当該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性のある
見積りができる場合に認識しております。貨幣の時間的価値が重要である場合、引当金は、見積将来キャッシュ・
フローを貨幣の時間的価値及び当該負債に特有のリスクを反映した税引前の利率を用いて現在価値に
割り引いております。 
 

(6)退職後給付の会計処理 
確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用は、予測単位積増方式を用いて

算定しております。 
割引率は、期末日時点の優良社債の市場利回りに基づき算定しております。 
確定給付制度に係る負債又は資産は、確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除して

算定しております。 
確定給付制度の再測定による変動は、発生した期においてその他の包括利益として一括認識し、直ちに

利益剰余金に振り替えております。過去勤務費用は、発生した期の純損益として認識しております。 
 

４．会計方針の変更に関する注記 
IFRS 第 16号「リース」の適用 
当社グループは当連結会計年度より、IFRS第 16号「リース」(以下、同基準)を適用しております。適用に

あたっては、経過措置として認められている、累積的影響を当連結会計年度の利益剰余金期首残高の修正
として認識する方法を採用しております。 
当社グループは借手として、従来 IAS 第 17 号のもとでオペレーティング・リースに分類されていた

リースについてはオフバランス処理しておりましたが、同基準の適用により、原則として借手のリースを
オンバランス処理する単一の会計モデルを導入し、リース期間が12ヵ月以内に終了するリース及び原資産が
少額であるリースを除く全てのリースについて、リース開始日において、原資産を使用する権利である
使用権資産とリース料の支払義務であるリース負債をそれぞれ認識しております。 
使用権資産はリース開始時点から同基準を適用していたと仮定して算定した帳簿価額で測定しており、

連結財政状態計算書上、「有形固定資産」に含めて表示しております。また、同基準の適用により新たに
サブリースに関する債権を認識しており、連結財政状態計算書上、「その他の金融資産」に含めて表示
しております。リース負債は残存リース料を適用開始日における借手の追加借入利子率で割り引いた現在価値
で測定しており、連結財政状態計算書上、「社債、借入金及びリース負債」に含めて表示しております。
なお、表示にあたり、従来の「社債及び借入金」の名称を「社債、借入金及びリース負債」に変更して
おります。 
使用権資産は、耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって、当社グループが所有する固定資産に

対する減価償却と同様の方法により償却しております。リース料は、利息法に基づき金融費用とリース負債の
返済額に配分し、金融費用は連結損益計算書において認識しております。 
同基準の適用により、当社グループは適用開始日に、リース関連の資産 93,066 百万円、リース負債

95,193 百万円を追加的に認識しております。これにより利益剰余金が 1,521 百万円減少しております。 
 
５．連結財政状態計算書に関する注記 
(1)資産から直接控除した貸倒引当金 12,467 百万円 
(2)有形固定資産の減価償却累計額           2,337,475 百万円 

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 
(3)その他の包括利益(△損失)累計額 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産   21,754 百万円 
在外営業活動体の換算差額                △39,519 百万円 
キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の純変動額         △37 百万円 

(4)保証債務 5,348 百万円 
 
６．連結持分変動計算書に関する注記 
(1)当連結会計年度末の発行済株式及び自己株式の種類及び総数 

発行済株式 普通株式     2,147,201,551 株 
自己株式  普通株式         2,094,335 株 

(2)配当に関する事項 
配当金支払額      85,871 百万円 
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７．金融商品に関する注記 
(1)金融商品の状況に関する事項 

当社及び連結子会社は、容易に換金可能でかつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得後
3ヵ月以内に満期となる短期投資を中心に資金運用を行っており、これらは現金及び現金同等物に計上して
おります。資金調達については、金融機関からの借入金又は社債発行等により実施しております。 
売上債権及び契約資産に係る顧客の信用リスクは、外部機関での調査を行った上で、取引先に対して

与信限度額を設定し顧客の財務状況を定期的にモニタリングすることなどにより、信用リスクに応じた取引
限度額を設定し管理しております。 
その他の金融資産は主として資本性金融商品であり、定期的に公正価値を把握し管理しております。また、

デリバティブ取引を外国為替相場及び金利相場の変動による市場リスクを回避する目的で利用しており、
短期的な売買差益を獲得する目的や投機目的で利用することはありません。 

(2)金融商品の公正価値等に関する事項 
当連結会計年度末における連結財政状態計算書の帳簿価額及び公正価値は、次のとおりであります。なお、

帳簿価額が公正価値と近似する金融商品は、以下の表には含めておりません。 
(単位：百万円) 

  帳簿価額 公正価値 
社債及び借入金 
(1 年内返済予定を含む長期) 214,041 210,103 

(注)金融商品の公正価値の算定方法 
 社債は、日本証券業協会の売買参考統計値を用いて算定しております。借入金は、将来キャッシュ・
フローを新規に同様の契約を実行した場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して
おります。 
 

８．１株当たり情報に関する注記 
１株当たり親会社株主帰属持分                             1,132 円 69銭 
基本的１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益      103 円 41銭 
希薄化後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益     103 円 41銭 

 
９．重要な後発事象に関する注記 
   重要な後発事象はありません。 
 
１０．その他の注記 

法人所得税費用 
当社は、当連結会計年度において、グループ内の再編に伴い連結子会社であるメヒット・ホールディングス社

を清算しております。当該清算により税務上の課税所得が減少し、当連結会計年度の法人所得税費用が
23,009 百万円減少しております。なお、この金額は当該清算に係る課税所得減少に伴う試験研究費税額
控除等の影響を考慮しておりません。 
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■計算書類

(単位:百万円)

圧縮記帳

積立金

別途

積立金

繰越利益

剰余金

期首残高 175,820 181,140 180 43,955 8,829 300,000 469,523 △2,983 1,176,467 64,995 △0

事業年度中の変動額

   圧縮記帳積立金の積立 753 △753 －

   剰余金の配当 △85,871 △85,871

   当期純利益 157,854 157,854

   自己株式の取得 △785 △785

   自己株式の処分 0 844 844

   株主資本以外の項目の

   当期変動額(純額)
－ △31,262 18

事業年度中の変動額合計 － － 0 － 753 － 71,229 58 72,041 △31,262 18

期末残高 175,820 181,140 180 43,955 9,583 300,000 540,753 △2,924 1,248,509 33,732 18

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
(２０１９年４月 １日から　２０２０年３月３１日まで)

資本

準備金

利益

準備金

資本剰余金 利益剰余金

資本金 その他利益剰余金その他

資本

剰余金

自己株式
株主資本

合計

株主資本

その他

有価証券

評価

差額金

繰延

ヘッジ

損益

評価・換算差額等
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個別注記表  
１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品・原材料……総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 
により算定) 

仕 掛 品……個別生産によるものは個別法による原価法、その他は総平均法による原価法(貸借
対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) 

 
２．有価証券の評価基準及び評価方法 
(1)子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 
(2)その他有価証券 
・市場価格のあるもの……事業年度末の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し､売却原価は移動平均法により算定) 
・市場価格のないもの……移動平均法による原価法 
 

３．有形固定資産の減価償却の方法は、定率法を採用しております。ただし、1998 年 4 月 1 日以降に
取得した建物(建物附属設備を除く)並びに 2016年 4月 1日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法を採用しております。 

 
４．引当金の計上基準 
(1)貸 倒 引 当 金……受取手形・売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)製 品 保 証 引 当 金……製品のアフターサービスによる費用支出に備えるため、過去の実績を
基準として発生見込額を計上しております。 

(3)受注工事損失引当金……当事業年度において見込まれる未引渡工事の損失に備えるため、当該
見込額を引当計上しております。 

(4)退 職 給 付 引 当 金……社員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると
認められる額を計上しております。 

(5)海外投資等損失引当金……海外投資等に係る損失の発生に備えるため、投資先の財政状態等を斟酌
して今後発生する可能性のある損失見積額を引当計上しております。 

(6)役員退職慰労引当金……取締役及び執行役への退任慰労金支出に備えるため、内規を基礎として
算定された当事業年度末の見積額を引当計上しております。 

(7)競争法等関連費用引当金……競争法等関連費用として、今後発生する可能性のある損失見積額を引当
計上しております。 

 
５．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
６．連結納税制度を適用しております。 
 
７．有形固定資産の減価償却累計額 1,599,965 百万円 
  なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 
  
８．保証債務  2,170 百万円 

リコース条項付き売掛債権譲渡残高 1,555 百万円、社員(住宅資金融資) 591 百万円、 
その他 1件 22 百万円 
 

９．関係会社に対する短期金銭債権 488,631 百万円 長期金銭債権  15,278 百万円 
関係会社に対する短期金銭債務 692,484 百万円 長期金銭債務  61,521 百万円 
 

１０．関係会社に対する売上高 1,446,537 百万円 
関係会社よりの仕入高 1,163,561 百万円 
関係会社との営業取引以外の取引高 24,263 百万円 
 

１１．当事業年度末の発行済株式 普通株式 2,147,201,551 株 
 
１２．当事業年度末における自己株式 普通株式 2,094,335 株 
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１３．配当に関する事項 
(1)配当金支払額 

決議 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 
2019 年 04月 26日 

取締役会決議 55,816 百万円 26 円 00銭 2019年3月31日 2019 年 6月 4日 

2019 年 10月 31日 
取締役会決議 30,054 百万円 14 円 00銭 2019年9月30日 2019 年12月 3日 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
決議 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2020 年 05月 11日 
取締役会決議 55,816 百万円 26 円 00銭 2020年3月31日 2020 年 6月 2日 

 
１４．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産 退職給付引当金等 111,564 百万円 
繰延税金負債 退職給付信託設定益等 △44,855 百万円  
繰延税金資産の純額  66,709 百万円 
 

１５．関連当事者との取引 

属性 会社名 議決権等の
所有割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 (百万円) 科目 期末残高 

(百万円) 

子会社 三菱電機 
ヨーロッパ社 直接 100% 

当社の製品を
販売している｡ 

当社製品の
販売(注) 196,727 売掛金 82,858 

子会社 
三菱電機 
住環境 
システムズ 
株式会社 

直接 73% 
間接 27% 

当社住宅設備
機器及び家庭
電 気 機 器 を 
販売している｡ 

当社製品の
販売(注) 209,923 売掛金 48,613 

子会社 
三菱電機 

オートモーティブ・ 
アメリカ社 

間接 100% 
当社より部品を
購入し、自動車
機器を製造及び
販売している。 

当社製品の
製造・販売
(注) 

85,439 売掛金 28,214 

(注)当社製品の販売については、価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上決定しております。 
 

１６．１株当たり純資産額  597 円 76銭 
１株当たり当期純利益  73 円 59銭 
 

１７．減損損失 669百万円は、有形固定資産等の減損によるものであります。 
 

１８．その他の注記 
法人税、住民税及び事業税 
当社は、当事業年度において、グループ内の再編に伴い連結子会社であるメヒット・ホールディングス社
を清算しております。当該清算により税務上の課税所得が減少し、当事業年度の法人税、住民税及び
事業税が 23,009 百万円減少しております。なお、この金額は当該清算に係る課税所得減少に伴う
試験研究費税額控除等の影響を考慮しておりません。 
 

以上 
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